
全国厚生労働関係部局長会議

労働分科会資料

平成２７年２月２３日（月）

大臣官房統計情報部



目 次

１ 平成２７年度統計情報部の調査実施計画 ･････････････１

２ 統計調査等業務・システム最適化の取組 ･････････････２

３ 政府統計の統一ロゴタイプ ･････････････････････････２

４ 公的統計の整備に関する基本的な計画 ･･････････････３

５ 統計情報部 照会先一覧 ･･･････････････････････････４



統 計 調 査 名

平成２７年

６月 国民生活基礎調査（世帯票）

７月 雇用動向調査（上半期）

労働組合基礎調査

労使間の交渉等に関する実態調査

労働災害動向調査(総合工事業調査)

賃金構造基本統計調査

国民生活基礎調査（所得票）

第１４回２１世紀出生児縦断調査（平成１３年７月出生児）

８月 毎月勤労統計調査（特別調査） ※

賃金引上げ等の実態に関する調査

10月 転職者実態調査

社会福祉施設等調査

介護サービス施設・事業所調査

11月 労働安全衛生調査（実態調査）

第１４回２１世紀成年者縦断調査（平成１４年成年者）・
第４回２１世紀成年者縦断調査（平成２４年成年者）

第１１回中高年者縦断調査

12月 第６回２１世紀出生児縦断調査（平成２２年５月出生児）

平成２８年

１月 雇用動向調査（下半期）

労働災害動向調査(事業所調査)

〃 (総合工事業調査)

就労条件総合調査

第１５回２１世紀出生児縦断調査（平成１３年１月出生児）

（注１） 労働統計調査については、ゴシックとしている。
（注２） 上記のほか、毎月実施する調査として、毎月勤労統計調査 ※、労働争議統計調査 ※、

人口動態調査（平成27年度は職業・産業についても調査）及び医療施設動態調査等、
四半期ごとに実施する調査として、労働経済動向調査がある。

（注３） ※は都道府県に協力を依頼している調査である。

１ 平成２７年度統計情報部の調査実施計画

労使関係総合調査 ※

1



2

２ 統計調査等業務・システム最適化の取組

「電子政府構築計画」（平成 15 年 7 月 CIO 連絡会議決定）において策定することと

された「統計調査等業務の業務・システム最適化計画」は、各府省等で行われている統

計調査等業務を府省横断的に見直し、経費・業務の簡素合理化、利便性の向上を図るた

め、

・各府省等の情報システムの集約（政府統計共同利用システムの整備）

・業務の簡素・合理化（業務処理の共通化、一元化・集中化、情報の標準化、外部資源

の活用等）

を骨子として、平成 18 年 3 月 31 日に CIO 連絡会議において決定されたものである。

厚生労働省における最適化計画に基づく具体的な取組としては、平成２０年度から、

統計調査結果を「政府統計共同利用システム」のポータルサイトである「政府統計の総

合窓口（ｅ－Ｓｔａｔ）」から提供している。これにより、利用者はｅ－Ｓｔａｔにア

クセスするだけで、府省間、統計調査間を意識せず、横断的に各種情報を利用すること

が可能となっている。

また、「政府統計共同利用システム」は、オンライン調査の機能も有しており、当省

においても、これまで個別にシステムを整備して行ってきたオンライン調査を「政府統

計共同利用システム」に切り替え、行政コストや業務の合理化を図るとともに、従来オ

ンライン調査を行っていなかった統計調査についても、その性質に応じて、順次「政府

統計共同利用システム」を利用することにより、同様の合理化を目指すこととしている。

３ 政府統計の統一ロゴタイプ

平成２３年１０月１８日に総務大臣により、「政府統計の

統一ロゴタイプ」が決定された。平成２４年４月以降、国の

統計調査であること及び、秘密の保護に万全を期しているこ

とを証明するマークとして国の統計調査の調査票などに表示

されている。厚生労働省の統計調査においても順次導入して

いる。
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４ 公的統計の整備に関する基本的な計画

（平成 26 年３月 25 日閣議決定）（抜粋）

「第２ 公的統計の整備に関する事項」部分

項 目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期

３ 人口・社

会、労働関

連統計の整

備

(4) 企業活動

の変化や働

き方の多様

化等に対応

した労働統

計の整備

○ 同一企業内における雇用形態の転換をよ

り的確に把握する観点から、労働力調査（基

幹統計調査）における当月と前月の呼称及

び勤め先の名称をマッチングすることによ

り、雇用形態転換数を推計し、他の調査結

果との比較検証や結果精度を踏まえ、公表

の可否を検討する。

総務省 平成26年度

末までに結

論を得る。

○ ＩＬＯにおける就業・失業等に関する国

際基準の見直しや今後の実務マニュアルの

検討状況を踏まえ、失業者等の定義の変更

や失業率を補う新たな指標の作成及び提供

について、既存の研究結果や試験調査の実

施等を含めた検討を行った上で、時系列比

較の観点にも留意しつつ、国際基準に可能

な限り対応した統計の作成及び提供に努め

る。

総務省 平成28年度

末までに結

論を得る。

○ 労働者の区分等について、厚生労働省か

ら提示された案及び同省が平成25年度末ま

でにまとめる検証結果を基に、府省横断的

な情報共有・検討の場において、検証・検

討のポイントを整理し、関係府省の所管調

査における実査可能性や影響等の検証を実

施する。その結果を基に府省横断的な見直

し内容の結論を得て、順次調査の見直しを

行う。

総務省、

関係府省

平成26年度

から実施す

る。



施策事項（資料ページ） 所管課室 担当係 担当者 内線

労働組合基礎調査
（１頁）

雇用・賃金福祉統計課 労使関係第一係 渡辺 真理子 7665

労使間の交渉等に関する実
態調査
労働争議統計調査

（１頁）

雇用・賃金福祉統計課 労使関係第二係 中山 美砂子 7667

毎月勤労統計調査
（１頁）

雇用・賃金福祉統計課 企画調整係 等々力 淳 7609

統計調査等業務・システム最
適化の取組

（２頁）

企画課
統計企画調整室

統計開発係 富岡 信悦 7374

政府統計の統一ロゴタイプ
（２頁）

公的統計の整備に関する基
本的な計画

（３頁）

５ 統計情報部 照会先一覧 （厚生労働省代表電話 ０３－５２５３－１１１１）

企画課
統計企画調整室

調整係 土屋 秀人 7376
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